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東京圏（第５回）・関西圏（第４回）・養父市（第３回）・沖縄県（第３回） 

国家戦略特別区域会議 合同会議 

東京圏（第５回）・関西圏（第４回）・養父市（第３回）・ 

沖縄県（第３回）国家戦略特別区域会議 合同会議議事要旨 

 

１．日時 平成27年９月３日（木）16:59～18:02 

 

２．場所 中央合同庁舎８号館 講堂 

 

３．出席 

石破  茂 内閣府特命担当大臣（国家戦略特別区域） 

 

舛添 要一 東京都知事 

黒岩 祐治 神奈川県知事 

小泉 一成 成田市長 

松井 一郎 大阪府知事 

井戸 敏三 兵庫県知事（代理：吉本 知之 副知事） 

山田 啓二 京都府知事（代理：山下 晃正 副知事） 

広瀬  栄 養父市長 

翁長 雄志 沖縄県知事（代理：浦崎 唯昭 副知事） 

 

木村 惠司 三菱地所株式会社 代表取締役 取締役会長 

竹内  勤 慶應義塾大学病院 病院長 

阿曽沼 元博 医療法人社団滉志会 瀬田クリニックグループ 代表 

高木 邦格 学校法人国際医療福祉大学 理事長（代理：矢﨑 義雄 総長） 

手代木 功 塩野義製薬株式会社 代表取締役社長 

角  和夫 阪急電鉄株式会社 代表取締役会長 

服部 重彦 株式会社島津製作所 相談役 

西辻 一真 株式会社マイハニー 代表取締役 

 

平  将明 内閣府副大臣 

西村 康稔 内閣府副大臣 

伊藤 達也 内閣府大臣補佐官 

 

坂根 正弘 国家戦略特別区域諮問会議 有識者議員 

坂村  健 国家戦略特別区域諮問会議 有識者議員 

工藤 和美 国家戦略特区ワーキンググループ 委員 
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国家戦略特別区域会議 合同会議 

本間 正義 国家戦略特区ワーキンググループ 委員 

八代 尚宏 国家戦略特区ワーキンググループ 委員 

 

佐々木 基 内閣府地方創生推進室長 

川上 尚貴 内閣府地方創生推進室長代理 

藤原  豊 内閣府地方創生推進室次長 

 
４．議題 

（１）認定申請を行う区域計画（案）について 

（２）その他 

 

５．配布資料 

資料１－１ 東京圏 国家戦略特別区域 区域計画（案） 

資料１－２ 関西圏 国家戦略特別区域 区域計画（案） 

資料１－３ 養父市 国家戦略特別区域 区域計画（案） 

資料１－４ 沖縄県 国家戦略特別区域 区域計画（案） 

資料２ 各分科会の開催状況について 

資料３ 東京都提出資料 

資料４ 神奈川県提出資料 

資料５ 成田市提出資料 

資料６ 大阪府提出資料 

資料７ 兵庫県提出資料 

資料８ 京都府提出資料 

資料９ 養父市提出資料 

資料10 沖縄県提出資料 

参考資料１ 国家戦略特別区域会議 合同会議 出席者名簿 

参考資料２ 国家戦略特別区域法及び構造改革特別区域法の一部を改正する法律の概要 

参考資料３ 区域計画（東京圏・関西圏・養父市・沖縄県） 

参考資料４ 国家戦略特区 各区域の状況 

 

 

○藤原次長 それでは、定刻でございますので、ただいまより「東京圏（第５回）・関西圏

（第４回）・養父市（第３回）・沖縄県（第３回）国家戦略特別区域会議」を合同会議とし

て開催させていただきます。 

 出席者は参考資料１のとおりでございます。 

 まず初めに、石破大臣より御発言をよろしくお願いいたします。 
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○石破大臣 国家戦略特区担当大臣でございます。 

 ゆう活となどと言いながら、午後５時からの会議で大変申しわけございません。いろい

ろと事情がございまして、お許しをいただきたいと存じます。 

 本日の東京圏・関西圏・養父市・沖縄県の合同区域会議を開催するに当たりまして、一

言御挨拶申し上げます。 

 これまでの区域会議におきます区域計画の決定を受けまして、東京圏で27事業の認定、

関西圏で８事業の認定、養父市で11事業の認定、沖縄県で２つの事業の認定が行われまし

て、多くの具体的事業が目に見える形で実現しつつあります。皆様方の御努力に心から感

謝申し上げる次第であります。 

 本日の合同区域会議は、東京都の特区の区域が都の全域に拡大されまして、また、今国

会で成立しました改正特区法が９月１日に施行されましてから、初めて開催をいたすもの

であります。 

 この区域計画（案）には、新たにメニューに追加されたばかりの規制改革項目のうち「公

証人の公証役場外における定款認証」、「地域限定保育士の創設」、「iPS細胞から製造する試

験用細胞等への血液使用の解禁」、「シルバー人材センターに係る特例」を早速に区域計画

に盛り込み、合計14事業を追加しているところであります。 

 今日に至るまでの皆様方の御努力に心から敬意を表したいと存じます。 

 本日、できればこの区域計画（案）について決定をし、国家戦略特区の特色であります

ところの内閣総理大臣の認定へと手続を進めてまいりたいと考えているところでございま

す。 

 有識者の先生方をはじめ、本日は多くの関係者の方々においでいただきましてありがと

うございました。忌憚のない御議論をお願いし、速やかによい結論を得たいと考えており

ます。お力添えをよろしくお願いいたします。 

 以上であります。 

○藤原次長 大臣、ありがとうございました。 

 それでは、プレスの皆様、御退室をお願いいたします。 

（プレス退室） 

○藤原次長 それでは、まず、議題１の区域計画（案）につきまして御審議をいただきま

す。 

 これより各特区ごとに当方より計画（案）などを説明させていただきまして、その後、

関係するそれぞれの自治体、民間事業者の皆様にコメントをいただきます。 

 なお、追加の御要望などがございましたら、その際にあわせて御発言をいただければ幸

いでございます。 

 それでは、まず、東京圏につきまして、資料１－１に基づきまして、説明をさせていた

だきます。１－１をごらんになっていただければと思います。 

 まず（２）都市計画法の特例、いわゆる都市計画手続のワンストップ化でございますが、
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今回は３件ございます。 

 ⑥⑦まとめて申し上げますが、東京建物、三井不動産とがそれぞれ八重洲一丁目、二丁

目におきまして東京駅と空港、地方とのアクセス強化を目的に地下のバスターミナルなど

を整備しまして、別紙のとおり、都市計画の決定、変更を行うものでございます。 

 次の２ページの⑧森ビルのプロジェクトにつきまして、愛宕地区におきまして、外国人

の滞在ニーズに対応した住宅や、サービスアパートメントなどを整備するため、都市計画

の変更を行うものでございます。 

 続きまして（７）公証人役場外定款認証事業でございますが、一昨日、９月１日に施行

いたしました改正特区法の追加の規制改革メニューを初めて活用するものでございます。

公証人は本来、役場以外での活動はできないとされておりますが、本特例によりまして、

４月より稼働しております東京開業ワンストップセンターにおきまして、定款認証等を行

うものでございます。 

 最後に（８）地域限定保育士事業でございます。これも改正法の追加メニューを初めて

活用するものでございます。保育士不足の解消に向けまして、神奈川県と成田市におきま

して、３年間の当該地域での勤務を前提といたしました、年内２回目の保育士試験を来月

初めて実施するものでございます。 

 以上の６つの事業につきましては、後ほど御審議いただきます。 

続きまして、資料２をごらんになっていただければと思います。資料２に基づきまして、

東京圏の各分科会についての御説明をさせていただきます。 

 東京都の都市再生分科会でございます。８月31日に持ち回りで開催いたしまして、今後、

区域計画に記載する予定のプロジェクト、具体的には、三菱地所の大手町の常盤橋のプロ

ジェクト、JR東日本の品川駅周辺のプロジェクト、住友不動産の臨海副都心有明のプロジ

ェクト、その３件につきまして、計画の原案を確定いたしました。 

 次の成田市分科会でございますが、７月31日に第４回会合を開催いたしまして、同日付

で内閣府、文科省、厚労省の３府省が決定いたしました別紙２の医学部新設に係る方針に

つきまして、分科会としての御審議、御了解をいただきました。今後、秋をめどに法令上

の手当て、具体的には文科省告示の改正を行う予定でございます。 

 以上でございますが、本件につきまして、まず、舛添東京都知事より御発言をお願いい

たします。 

 よろしくお願いいたします。 

○舛添都知事 それでは、資料３の東京都提出資料をごらんいただきながらお願いいたし

ます。 

 今回の区域会議では、東京駅前、虎ノ門ヒルズ周辺の都市再生プロジェクト、東京開業

ワンストップセンターの機能拡充の４つのプロジェクトを提案させていただきます。 

 資料の１ページをごらんください。まず、東京駅前ですが、２つの再開発ビルの地下に

国際空港や地方都市を結ぶ大規模バスターミナルを整備いたします。あわせて、東京駅と
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周辺市街地を結ぶ歩行者ネットワークの整備、空港24時間化に対応した多言語対応のラウ

ンジ整備等により、交通結節機能の強化と利便性を向上させます。 

 資料の２ページ、虎ノ門ヒルズ周辺ですが、６月には業務系ビル、虎ノ門新駅、バスタ

ーミナル等のプロジェクトを認定していただきました。今回、愛宕地区におきます外国人

ニーズに対応した住居、サービスアパートメントプロジェクトの認定を要請いたします。

これらによりまして、虎ノ門ヒルズ周辺に外国人を呼び込む職住近接の空間整備が推進さ

れます。都市計画法のワンストップ特例によりまして、今後、オリンピック・パラリンピ

ックに向けてスピーディーに整備してまいります。 

 資料の３ページ、４月１日にジェトロ本部内に設置しました東京開業ワンストップセン

ターですが、これまでに200人以上の利用実績を上げております。さらに今回、新規メニュ

ーの公証人法の特例を適用し、センター内での定款認証が可能になります。公証人にも毎

日常駐していただきます。今回の取組とあわせまして、東京都は先月末に、創業しようと

する方々を対象としたセミナーをジェトロ内で実施しましたが、引き続き幅広い利用者を

対象としたセミナーを継続的に実施し、にぎわい強化、利用者増に取り組んでまいります。 

 最後になりますが、先般、都内全域を指定区域にしていただきました。東京都はこれま

で現場の声をしっかりと聞いて、着実に実績を残していくと申し上げてきました。既にエ

リアマネジメント特例、都市公園内における保育所設置特例等については、数多くの自治

体から活用ニーズが示されており、今後、積極的に推進してまいります。国におきまして

も、都市農業特区、島焼酎特区等の規制緩和の実現を要請いたします。 

 以上でございます。 

○藤原次長 ありがとうございました。 

 続きまして、黒岩神奈川県知事、よろしくお願いいたします。 

○黒岩知事 資料４をごらんいただきたいと思います。 

 まず１ページ目、これは当県からお願いをしておりました地域限定保育士、この計画認

定をお願いいたします。 

 これまで早期の法施行・計画認定を要請していましたが、それもちゃんと応えていただ

けるとのことで、10月24日、25日に筆記試験を実施することになりました。ありがとうご

ざいました。 

 ２ページ目、さらに、神奈川県では、この地域限定保育事業のほか、女性の活躍・社会

進出を一層促進するため、国家戦略特区を活用し、②にあります外国人家事支援人材の受

け入れも進めていきたいと考えております。早ければ年内にも区域計画に掲載していただ

き、認定をお願いしたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

 ３ページ、これは新規の規制緩和の提案になります。喀痰吸引制度、平成24年４月に始

まり、介護福祉士・介護職員等でも実施可能になりました。ただし、現在では彼らが喀痰

吸引等をできる施設は介護関係施設や障害者支援施設等に限られております。医療機関に

該当する場合はできないということになっております。現場からの声として、医療機関、
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例えば右に書いてありますけれども、医療型障害児入所施設・療養介護事業所、こういっ

た所では、せっかく介護福祉士・介護職員等、喀痰の吸引等ができる人がいても、今は、

できないということになっておりまして、現場では非常に労働が大変だ、せっかくできる

人が横にいるのだから、ここでもやってほしいという現場の声が上がってきておりますの

で、ここの部分の対象施設の拡大ということを、特区の新たな規制緩和として実現をよろ

しくお願いしたいと思います。 

 以上です。 

○藤原次長 ありがとうございました。 

 続きまして、小泉成田市長、よろしくお願いいたします。 

○小泉市長 資料５、成田市提出資料の２ページをごらんください。 

 まず、本市の国家戦略特区事業の最重要課題であり、また、非常に強固な規制であると

考えておりました医学部新設の解禁につきましては、先ほど御説明いただきましたとおり

７月31日の第４回成田市分科会において「国家戦略特別区域における医学部新設に関する

方針」が示され、内閣府、文部科学省、厚生労働省の３府省により決定がなされました。

これにより、本市に医学部を新設することが事実上決定されたものと認識しております。

御検討、御調整をいただいた関係者の皆様方には、心より感謝を申し上げます。 

 本市では、方針にあります最短スケジュールである平成29年４月の医学部開学を目指し、

早速準備に着手したところでございます。今秋にも予定されている特例の措置、その後の

事業者選定のタイミングに合わせ、スピード感を持って進めていきたいと考えております

ので、今後も御協力をお願いいたします。 

 また、医学部の新設に必要不可欠であります附属病院設置のための病床規制に係る医療

法の特例や、土地利用の規制緩和につきましても、今後も引き続き要望させていただくと

ともに、協議を進めてまいりたいと考えております。 

 最後に、地域限定保育士試験の実施につきまして、このたび、区域計画の変更において、

本市における特定事業として記載されたことは大変喜ばしく思っております。本市におき

ましても、保育士の確保が非常に困難な状況でありますので、地域限定保育士試験を実施

し、成田市で働くことができる保育士が増えることにより、保育士不足の解消や待機児童

の減少にも寄与するものと確信しております。先般行われた受験者募集におきましても予

想をはるかに上回る数の応募があったと伺っており、大いに期待しているところでござい

ます。 

 しかしながら、今年度の試験の実施についてはスケジュールが非常にタイトであります

ので、引き続き千葉県との相互協力のもと、試験の実施に向けて全力で取り組んでまいり

ます。 

 以上でございます。 

○藤原次長 ありがとうございました。 

 続きまして、民間事業者代表の方々から御発言をいただきます。 
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 まず、三菱地所株式会社、木村会長、よろしくお願いいたします。 

○木村取締役会長 都市再生分野につきまして、ちょっとコメントをさせていただきます。

資料はございません。 

 先ほどお話がありましたとおり、本日、３つのプロジェクトが提案されまして、また、

31日の分科会におきましては、さらに３つのプロジェクトの素案が確定、都市計画手続に

進むことになっております。 

 これらのプロジェクトにおける交通結節機能の強化とか、あるいはMICE機能の強化、ビ

ジネス交流機能の強化等によりまして、東京の国際競争力がさらに強化されるものと期待

をいたしております。 

 都市再生プロジェクトにつきましては、あらかじめプロジェクトごとに意欲的な都市計

画決定等のめどを設定していただきまして、なおかつ、事前に都市再生分科会を活用した

関係者の合意が行われることで、行政協議とか、あるいは地権者等の関係者間の調整のス

ピードアップが見られ始めております。都市再生のスピードアップにつきましては、建設

投資の前倒しとか、あるいは外資系企業融資の前倒し等につながりまして、大きな経済効

果を生み出します。私どもディベロッパーといたしましても、引き続き都市再生分科会の

積極的活用等によりまして、都市再生プロジェクトのスピーディーな達成に取り組んでま

いりたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

○藤原次長 ありがとうございました。 

 続きまして、国際医療福祉大学、矢崎総長、よろしくお願いします。 

○矢崎総長 これまで４回の東京圏、成田市分科会において、国家戦略特区における医学

部の新設について検討をいただきました。先ほどのお話のように、７月31日の第４回目に

関係省庁より医学部新設についての方針が示されまして、決定されたことについて、大変

ありがたく存じます。 

 私どもがこれまで何回か御説明申し上げましたように、医学教育の改革は講座や診療科

という従来の慣習や既得権に阻まれて、今日まで内向きの議論に終始してまいりました。

その結果、グローバルスタンダードからは、もはや医学教育課程とはみなされないという

大きなおくれをとっているのが現状であります。 

 本学が提案しております新設医学部では、今回、決定されました方針に従いながら、既

存の医学部ではその実現が極めて困難なグローバルな視点から、世界基準を超えた異次元

と言える医学教育の改革をモデル事業として実施することを目指します。 

 このような新しい医学教育を通じて、わが国の一層の国際化、経済の活性化に貢献した

いと思っております。 

 以上です。 

○藤原次長 ありがとうございました。 

 民間有識者の方々を含めた御審議につきましては、後ほどまとめてさせていただきます。 
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東京圏（第５回）・関西圏（第４回）・養父市（第３回）・沖縄県（第３回） 

国家戦略特別区域会議 合同会議 

 続きまして、関西圏の計画（案）の審議に移らせていただきます。 

 資料１－２をごらん下さい。 

 （３）道路法の特例でございますが、兵庫県姫路市が姫路城周辺におきまして、自転車

の駐車器具等を設置するものでございます。 

 続きまして（６）血液由来特定研究用具製造事業でございますが、こちらも改正法の追

加メニューを初めて活用するものでございます。具体的には、京都市にございます株式会

社iPSポータルが、これまで禁止されておりました血液の使用によりまして、iPS細胞から

試験用細胞などを製造いたします。 

 ３つ目、最後でございますが、２ページ（７）地域限定保育士でございます。大阪府が

年内２回目の保育士試験を来月に実施するものでございます。 

 以上の３つの具体的事業につきまして、まず、松井大阪府知事より御発言をお願いいた

します。 

○松井知事 まず、区域会議の項目につきまして、今回の法改正で国家戦略特区特別区域

限定保育士試験が創設されまして、大阪府では通常試験の約1.6倍、5,000名の方の受験が

見込まれております。今後ますます保育の受け皿に拡大が求められる中、不足する保育士

を確保し、待機児童解消や保育の質の向上を図ってまいりたいと考えています。 

 次に、今後の提案についてですが、革新的医療機器の開発迅速化については、日本再興

戦略に位置づけていただきまして、感謝を申し上げます。まず、医療機器については早急

に制度化をお願いいたします。また、これらにとどまらず、医薬品分野においても積極的

な提案をしていきたいので、よろしくお願いします。 

 最後に、ふえ続けるインバウンドのお客様への対応といたしまして、民間空き家住宅を

宿泊施設として利用する制度をつくっていただきまして、ありがとうございます。大阪府

といたしましては、これに伴う条例改正を９月にやるのですけれども、現在、宿泊日数が

何回以上という規制があります。これが本当にニーズに合っているのかどうかを、条例改

正後、早急に検証していきたい。 

 要は、きょうの新聞にも出ていましたけれども、今、大阪ではホテルの稼働率が90％を

超えておりまして、東京から出張されてももうホテルがないという状態でありまして、せ

っかくアベノミクスで非常にお客様が海外からいらしていただいている。そして、その人

たちに消費拡大をしていただいているのに、水を差さないように、このお客様を逃がさな

いようにしていきたい。そのために民間空き家住宅を使いたいと思っているのですが、７

日間以上という部分が本当にお客さんのニーズに合っているのかどうか。もちろん定住者

に安全、安心をしっかり認識していただけるような取り組みは進めてまいりますので、早

急に条例が通りましたら検証いたしますので、追加でまたお願いをする機会があると思い

ますので、迅速なる対応をぜひともお願いいたします。 

 どうもありがとうございます。 

○藤原次長 追加提案も含め、御発言ありがとうございました。 
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 続きまして、吉本兵庫県副知事よりよろしくお願いいたします。 

○吉本副知事 それでは、資料７の１ページをお願いいたします。国家戦略道路占用事業

につきましては、姫路市が世界遺産姫路城周辺におきましてコミュニティーサイクルポー

トを設置するものでございます。姫路城は平成の大修理を終え、今年３月にグランドオー

プンをいたしました。この際にはドイツのノイシュヴァンシュタイン城と友好協定を締結

いたしまして、国際的な認知度の向上にも力を入れております。７月には入場者がオープ

ン後100万人を突破いたしまして、今年度は最終的には200万人を超える見込みでございま

す。国内外からの観光客が増加している状況にございます。 

 このような中で、外国人観光客も含めました来訪者に、回遊性の高い、手軽で便利な移

動手段を提供いたしまして、まちなかのにぎわいや活気を創出したいと考えてございます。 

 ２ページ目、次回以降、追加希望の特定事業の特定非営利活動法人設立促進事業でござ

います。本県では、阪神・淡路大震災を契機にNPO活動が非常に活発でございまして、県内

で2,000団体を超えるNPO法人が設立をされております。今後さらに、地域創生などの地域

の課題解決に取り組むNPO法人の設立を促進いたしますため、縦覧期間の特例措置、２カ月

を２週間にすることを活用いたしたいと考えてございます。次回の区域会議に向けて、今

後、縦覧手続の変更準備や関係機関との調整を図ってまいりますので、よろしくお願いい

たします。 

 ３ページ目、今後、追加希望の規制緩和事項であります。 

 １件目、粒子線医療研修を受ける医療チーム構成員の在留期間の緩和でございます。こ

れは現在、研修目的の在留期間が最長１年になっておりますのを、最長２年に緩和してい

ただきまして、兵庫県立粒子線医療センターにおきまして、国外医療機関の医師等を受け

入れ、約２年間の研修を実施したいというものでございます。本県におきましては、台湾

の台北医学大学と中国医薬大学の２大学と協定を締結いたしまして、粒子線医療OJT研修の

準備を進めております。こうした研修を通じまして、日本製粒子線治療装置の海外輸出の

促進も図っていきたいと考えております。これにつきましては、内閣府に御尽力いただい

ておりますが、年内には特例措置が講じられるよう、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 ４ページ目、先進医療検体検査の外部委託容認でございます。現在、先進医療に係りま

す検体検査につきましては、国の通知で保険医療機関以外では実施してはならないことに

なってございます。先進的な医療技術や医薬品・医療機器の開発といった分野におきまし

てはスピード感が重要でございます。例えば先進医療による乳がんの再発リスク分析を行

おうとした場合に、そのための特殊な検査システムを大学病院内で新たに全て整備するに

は時間もかかり、過大な投資が必要でございます。むしろ、医療機関の責任のもとで、一

定の技術や品質管理能力を備えた民間検査事業者に委託する方が合理的であります。それ

によって、新しい医療技術の実用化までのスピードアップや、国際競争力の強化につなが

るものと考えております。このような外部委託の特例措置について、御検討をよろしくお

願い申し上げます。 
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 以上でございます。 

○藤原次長 ありがとうございました。 

 続きまして、山下京都府副知事、よろしくお願いいたします。 

○山下副知事 資料８をごらんいただきたいと思います。 

 １ページ目、先日、平副大臣に京都での拠点をご視察いただきましたiPS関係でございま

す。今回、血液の活用についての規制緩和をいただいたことで、従来の再生医療だけでは

なくて、創薬とか健康食品などの分野でもiPSを使った新たな市場開拓ができるということ

になります。このiPSポータルを中心に、京都で総力を挙げてそういう新しい産業興しに取

り組んでいきたいと思いますので、よろしくお願い申し上げます。 

 今後の追加項目は２点ございますが、私からは１点だけを申し上げます。医療法の規制

緩和は、島津の服部相談役さんからお話をいただきます。 

 今後の医薬品開発の戦略上非常に重要なのが、核酸をターゲットにした新しい医薬創業

でございます。核酸を中心とした医薬品開発の新しい展開が非常に有望視されております。

これは世界的な競争が始まっているわけでございますが、日本ではまだ上市されたものは

ないという状況でございます。この分野につきましても、再生医療製品と同様の規制緩和

か、新たなガイドラインを整備していただくことによって、世界的な競争に勝てる創薬に

励みたいと思っておりますので、よろしくお願い申し上げます。 

 以上でございます。 

○藤原次長 ありがとうございました。 

 続きまして、民間サイドから、まず、塩野義製薬、手代木社長よりお願いいたします。 

○手代木代表取締役社長 先ほど松井知事からも御発言がございましたが、関西といたし

ましては、ぜひとも医療機器の開発迅速化に向けまして、早期の制度化をお願い申し上げ

たいと思っております。 

 私がたまたま副会頭を務めております大阪商工会議所を初め、関西では10年以上前から

次世代の医療機器産業フォーラム等を通じまして、大学研究機関のニーズと製造業をつな

ぐ取り組みを行っておりまして、オールジャパンとしても強みを有していると確信いたし

ております。この新たな制度の実現によりまして、関西で産学官連携を強化して、さらに

スピード感を持って医療機器開発の具体的な成果を生み出せる環境づくりにつきまして、

強力に推進してまいりたいと思っております。 

 また、私ども関西地域は医薬品の分野におきましても、かねて全国の大学研究機関、企

業のシーズ、ニーズのマッチングを行っておりまして、成果も確実に上げておると思って

おります。今回の医療機器の例に倣いまして、何らかの形で医薬品の早期承認が可能とな

れば、さらに開発が促進していくと思っております。 

 国がオールジャパンとして強力に推進いただいております先駆け制度等を最大限に活用

しつつ、関西ならではの新たな枠組みがないかということにつきまして、ぜひ提案をして

まいりたいと考えておるところでございます。 
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 以上でございます。 

○藤原次長 ありがとうございました。 

 続きまして、島津製作所、服部相談役よりお願いいたします。 

○服部相談役 資料８の１ページでございますが、先ほど山下副知事からお話がございま

したように、去年の９月にこの会議で提案させていただきました「iPS疾患細胞の規制緩和」

につきまして早速ご検討いただき、今回の会議に正式にご提案いただき大変感謝しており

ます。本件は産業界としては非常に重要な案件でございまして、iPSの応用は再生医療も非

常に重要ですが、いわゆる疾患iPS、病気になった人のiPSを大量につくって創薬に使うこ

とができれば新薬の開発あるいは難病薬の開発期間を短縮するのに大変重要な役割を果す

と考えています。iPSポータルを中心に一日も早く事業化していく予定です。本当にありが

とうございました。 

 次は２ページ下段、医療法の規制緩和の提案でございます。現在日本中を挙げて医療機

器の振興策に取り組んでいただいているわけですが、その中で今日はPETという装置、

Positron Emission Tomography、の管理区域の規制緩和についてご提案させていただきま

す。現在PETは、がんの早期発見に多く使われています。今注目されているのはこのPETを

CTやMRIと組み合わせた複合機としてアルツハイマーの早期発見に使用する試みで既に世

界中で始まっています。しかし日本では設置場所に関する規制が厳しく、すでに複合機を

所有している研究所でのみ研究が許されています。今後研究を加速するためには可搬型の

PETを開発しPETをMRI、CTの部屋に持ち込んで研究が行える環境を作る必要があります。 

 いろいろな法律がございますので、なかなか難しいのですが、まず、専門家によりガイ

ドラインを作成いただき、ワーキンググループの中で安全性など検討いただくことから進

めていただいて、ぜひ規制改革をお願いしたいと思います。 

 以上でございます。 

○藤原次長 ありがとうございました。 

 続きまして、養父市の計画（案）の審議に移らせていただきます。資料１－３をごらん

いただければと思います。 

 まず（２）農業生産法人の役員要件緩和に係る事業でございますが、３件ございます。 

 ⑨は福島県相馬市に本社を置きますトーヨーエネルギーファームがトマトを栽培し、加

工品として製造販売するものでございます。 

 ⑩の山陽Amnakは同じ兵庫県の三木市の会社でございますが、養父市におきまして酒米を

つくりまして、日本酒の製造販売をするものでございます。 

 ⑪の福井建設とオークの共同事業ということですが、モチ米をつくりまして、餅商品の

製造販売をするものでございます。 

 いずれにしましても、農業生産法人を設置あるいは移行いたしまして、役員要件緩和の

特例措置を使いまして、土地の所有等を実施するものでございます。 

 続きまして、（５）国家戦略特別区域高年齢退職者就業促進事業についてでございます。
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本特例によりまして、健康な高齢者の就業拡大を促すことを目的に、兵庫県シルバー人材

センター協会が、これまで禁止されていました週40時間までの労働を前提に、高齢者の労

働者派遣事業を行うものでございます。 

 以上、４つの具体的事業でございますが、広瀬養父市長より御発言をよろしくお願いい

たします。 

○広瀬市長 まず最初に、農業生産法人の追加。３事業者追加いたします。このことによ

りまして、既に認定を受けております８事業者を加えまして11事業者になります。このこ

とよって、例えば養父市の再生可能な耕作放棄地が５年後には70ヘクタール再生できると

いうことでございますし、また、新たな雇用の創出については、６次産業化によりこれか

ら５年後には100人になるというものであります。 

 シルバー人材センター会員の労働時間の拡大ですが、今回の特区法の改正により新たに

取り組もうとするものであります。シルバー会員の派遣時間の延長を養父市内で行うとい

うことであります。 

 次に資料の２ページ、追加すべき新たな規制改革事項についてということでございます。

３点あります。 

 １つは、農業生産法人のさらなる要件緩和ということでありますが、これにつきまして

は、農業者以外の議決権（出資比率）を２分の１以上にする。事業要件についても当該法

人事業において農業以外の売上高が２分の１以上でも認めるというものでございます。 

 第２回の区域会議で、有識者の方から、企業が農地を所有した場合、農地が耕作放棄地

や産業廃棄物置き場になるような懸念を完全に払拭するため、養父市においてはこうした

ことが万が一生じた場合の罰則や、自治体みずからが講じた農地の買い取りなど、原状回

復の担保措置を市の条例により早急に講じる必要があるという御意見をいただいておりま

して、このことを受けまして、養父市では市独自で農地を保全するための仕組みを整備い

たします。 

 記しておりますが、企業者、農地を所有する事業者から10アール当たり15万円の積立金

を徴収し、５年間農地を保全していただければ、農業をやっていただければ、あと５年間

をかけて順次返していくというものでございます。もし、途中で農地が保全できなくなり

ましたら、その積立金を使って市が管理するというものでございます。こういう条例をみ

ずからつくって、この規制緩和をさらに進めていきたいということであります。 

 シルバー人材センター会員のさらなる労働時間の拡大につきましては、臨時的かつ短期

的な就業の目安であります月10日について、日数を拡大する。その他軽易な業務に係る就

業の目安である週20時間についても時間を拡大するというものであります。派遣業務だけ

ではなく、臨時的・短期的・軽易の労働の拡大が労働力の確保につながるということで、

このことを強くお願い申し上げたいと思います。 

 ３点目、中山間地域における地域医療の充実を図るため、遠隔医療の実施及び関連する

規制の緩和を行うということで、安全、安心なまちづくりを行うものであります。「日本再
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興戦略」改訂2015に盛り込まれた４点、テレビ電話を活用した薬剤師による服薬指導の対

面原則の特例、遠隔診療の取扱いの明確化、小型無人機に係る健全な利活用の実現、小型

無人機の実証等に関する無線局免許の迅速化、このようなことをお願いするものでありま

す。高齢化が進む地域、交通手段に乏しい地域での遠隔医療、ドローンの活用による医薬

品の販売、このことにより、定期的な診療による糖尿病患者等の重症化予防、重症化予防

による医療費の削減等を図ろうとするものであります。 

 最後に、一つ私のほうからのお願いでありますが、国家戦略特区を受けまして、非常に

我々も期待しながら努力してきているところでございます。指定から１年半たちました。

重点事業をほぼ全て実現に向けてスタートいたしております。内閣府の皆さんには非常に

厚い支援をしていただきまして、感謝しているところでございます。 

 しかし、規制所管省庁に対する失望感もあることも事実であります。余りにも時間がか

かり過ぎるということであります。例えば先ほどの農業生産法人の出資要件の緩和であり

ますが、やらせないための議論、そういう理由ばかりがなされておって、今回、それらに

終止符を打つために市が責任を担保するということで条例提案までしたわけでございます

ので、何とぞこの辺のところは、我々としても腹をくくって取り組んでいるわけでござい

ますので、ぜひ実現をしていただくようにお願い申し上げたいと思います。 

 シルバーの臨・短・軽の労働時間についてもまさにそのとおりであります。人口の３分

の１以上を高齢者が占める地域において、元気な高齢者が働きたいというのに働けない、

そういう制度があっていいのかどうかということでございます。何とかお願いしたいと思

います。 

 地方創生が言われておりますが、地域の創意工夫、知恵や汗を出す、我々もそうした思

い切ったことをやろうとしておりますが、地方が幾ら訴えても、国のほうで響くものがな

ければ、わかっていただこうとしていただかなければ、これは本当に前に進みません。い

つまでたっても行き着かない。そのうち地方はひょっとしたら絶えて倒れてしまうかもわ

からないということでございますので、よろしくお願い申し上げたいと思います。 

 以上です。 

○藤原次長 大変厳しい御指摘を含めて、ありがとうございました。 

 最後に、沖縄県の区域計画（案）でございます。資料１－４でございます。 

 地域限定保育士事業の内容につきましては、東京圏、関西圏におきまして御説明させて

いただきましたとおりでございます。沖縄県におきましても、本事業の活用によりまして、

保育士不足の解消、雇用の創出、子育て世帯の育児負担の軽減などにつながることが見込

まれます。 

 本事業につきまして、浦崎副知事より御発言をお願いいたします。 

○浦崎副知事 沖縄県は、国際観光・イノベーション拠点の形成を目指し、国家戦略特区

の規制緩和メニューを活用した事業展開に取り組んでおります。 

 今回、区域計画（案）に盛り込んだ国家戦略特別区域限定保育士事業について、資料の
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中で御説明させていただきます。 

 １ページ、当該事業では、通常年１回実施しております保育士試験をもう一回追加で実

施することにより、新たに地域限定保育士を創出します。これにより、保育士不足の解消

を図り、県内の育児環境、雇用環境を向上させ、ひいては観光客の受け入れ態勢基盤強化

を推進してまいります。 

 次に２ページ、今回の事業の背景となる沖縄県の特徴を示す数字を２点御紹介いたしま

す。 

 まず、合計特殊出生率が1.86と全国第１位となっております。次に、人口増加率につい

ては0.4％の増で、東京都に次いで全国第２位となっております。 

 続いて３ページ、沖縄県においては、平成26年度の待機児童数は2,160人と、東京につい

で全国で２番目に多くなっております。そこで、沖縄県では潜在的なニーズも含めた待機

児童解消を目指して平成29年度末までに保育定員１万8,000人の増に取り組んでいるとこ

ろであり、目標達成には保育士があと2,300人必要と試算しております。 

 最後に４ページ、待機児童解消に必要な保育士を確保するため、沖縄県においては正規

雇用化の促進、産休等の代替職員配置支援、復職支援等に取り組んでおります。これらの

取り組みに加えて、地域限定保育士試験の実施により、さらに保育士の確保が推進できる

ものと考えております。 

 現在、沖縄県では10月24日、25日の筆記試験実施に向け、試験会場の手配や手数料条例

の改正等の準備作業を進めているところでございます。地域限定保育士試験の円滑な実施

のため、本日御出席の皆様におかれましては、沖縄県の区域計画（案）に御理解、御支援

のほどよろしくお願いいたします。 

 以上です。 

○藤原次長 ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの４つの各特区の区域計画（案）や追加要望も幾つかございました

が、民間有識者の皆様、政務の皆様より御発言をお願いいたします。 

 まず、民間有識者の方々、いかがでしょうか。 

 坂根議員、よろしいでしょうか。 

○坂根議員 坂根でございます。 

 全般的な感想にしかならないのですけれども、いろいろなところで民の参入が具体化し

つつあることを私は高く評価したいと思います。結局、特区も最後は民がどれだけ本気に

なって進出する気になるかということだと思います。 

 それから、私は地方出身で、今、地方創生のメンバーである立場から言えば、やはり今、

一番元気なのは東京です。やはりこの国は東京だなということになるのですけれども、き

ょうの知事の話の通り、東京は国際都市機能の部分がメインですし、あとは社会保障です。

神奈川も同様ですけれども、国際都市機能と社会保障で大都市が具体化をどんどんすすめ

るということは非常にいいことだと私は思います。 



 

15 

東京圏（第５回）・関西圏（第４回）・養父市（第３回）・沖縄県（第３回） 

国家戦略特別区域会議 合同会議 

 一方で、基礎自治体の中で一番小さい養父市につきましては、私は早い段階で見学させ

ていただきましたので、今回、新規の３社が進出ということで、かなり民間の方の活動が

具体化していることに対して心強い思いがしました。一方で、今、市長から話がありまし

たように、小さい基礎自治体というのは具体化することも早くできるけれども、成果を上

げるのは大変だということを皆で理解して支援をすることが必要だと強調しておきたいと

思います。 

 養父市や沖縄で今、KPIと言われるようなどんな指標で見ておけば進捗状況がわかるかと

いう紹介がありましたけれども、観光客数については既に全国レベルでKPIが明らかになっ

ております。ぜひ特区それぞれに大事な部分のKPIをつくっていただいて、その進捗状況を

報告いただいたらわかりやすいと思います。 

 以上です。 

○藤原次長 ありがとうございました。 

 坂村議員、お願いします。 

○坂村議員 私もまず最初に、民間事業者の方がたくさんいらっしゃっているということ

は非常にいいことだと思いました。 

 あと２点ほどちょっと言わせていただきたいのですけれども、１つは、評価ということ

がこれから多分重要になってくると思うのですが、前にやった構造改革特区では227件のい

ろいろな規制緩和の実績があったが、今度は700件ということが非常に大きな成果なのです

けれども、実はそれだけだとなかなか一般の方によくわからないのではないでしょうか。

構造改革特区で227件といわれても、変わった感じがしないという感じ方ですから、じゃあ

今度は700件といっても、だからそれで?となってしまいそうです。 

 要するに、今、多くの方が気にしているのは経済効果があるのかということですので、

それにストレートに答えるには、件数も重要なのですけれども、経済効果の推定が──推定

であっても、結局「いくら分の経済効果」というのがマスコミの人などには一番ストレー

トに伝わると思うので、それを出すべきだと思います。例えば審査に３カ月かかっていた

ものが１週間になったというのも、担当者には重要性がわかるのですけれども、それが経

済効果としてどういうことになるのかというのを何らかの形で比較できるような数字にし

てくれないと一般には伝わりにくい。その計算というのはそれなりに当然大変だと思うの

ですけれども、そのような推定の過程で逆に見えてくるものもあると思います。ぜひこれ

はどうするかを考えるべきだと思います。経済の原則に乗るというのは、結局比較しかな

いので、前よりよくなったということを実質的に示す必要があると思います。 

 ただ、そういう計算では、先ほど養父市の話も出ていたのですが、養父市のようにベー

スの経済規模が非常に小さいところはいくら効果があっても絶対金額で埋もれてしまい、

東京みたいに大きいところは大きな数字を割と出しやすいは不公平と思うのです。そこだ

けの絶対金額では埋もれるので、養父市が積極的に動いたことで可能になった改革──農地

の売買とか、賃貸する際の面積の引き下げで農業法人の参入が可能になるということが、
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例えば５年後には全国でどういう経済効果を生むのかということで見れば、それも養父市

の貢献として出せると思うのです。ただ、そういう計算は非常に大変なので、養父市なら

養父だけ市のスタッフだけでやっていただくのではなくて、日本最大のコンサルファーム

というのは政府ですから、そういう計算をするのに政府が助けるべきだと思います。特区

に自分で計算して持ってこいと言うだけではなくて、政府も助けて、改革の結果どのぐら

いの経済効果があるのかということの指標を出すべきではないかと思います。 

 ２番目に言いたいのが広報の重要性なのですけれども、経済効果とかを数字を出してわ

かりやすくマスコミに言うと、今回の特区は非常に効果があるんだということがみんなに

わかってくると思うのですけれども、それがその後の改革のパワーにつながります。 

 あと、もう一つ言いたいのは、実は国家戦略特区が取り上げた結果、担当省庁で、特区

でやられるぐらいならと、頑張って見直して「特区にしなくてもできるようになりました」

と言ってくるものが結構あったと私は思うのです。いろいろヒアリングをしているとそう

いうケースが多いと。そういう形のものも戦略特区の成果というところが意外と知られて

いないので、言い方が難しいのですけれども、特区自体ではなくて、特区という枠組みが、

規制の再評価機関として非常に効果を上げているのだということをぜひ大臣、副大臣は主

張していただけたらと思います。 

 以上です。 

○藤原次長 ありがとうございました。八代委員、お願いします。 

○八代委員 既にほかの委員の方から御指摘がありましたが、東京の国際都市機能という

ものが、戦略特区を使って大きな効果が上がったというのは非常に大事なことだと思いま

す。 

 神奈川県も、ほかの地域も、それぞれ頑張っていただいておりますが、こういう特区間

競争をもっとどんどん奨励していくことが大事ではないかと思います。 

 この点、東京都のほうで、都民にとって住みよい都市にするためには今、一番住民のニ

ーズの高い保育とか介護というのも大事なわけです。その意味でも今回、例えば神奈川県

に使っていただいている家事支援外国人受け入れ事業、これは決して狭い意味の家事サー

ビスだけではなくて、結果的に保育とか介護の在宅でのサービスを向上させるためにも有

効なものであるわけでして、神奈川県以外のところでも、沖縄も含めまして、ぜひこうい

うものをどんどん活用していただければと思います。 

 もう一つ、ほかの委員の方も指摘されていますが、養父市は非常に大事なこととして、

規制緩和だけではなくて、規制緩和に対する不安を和らげるための一種のセーフティーネ

ットと言いますか、事業者が問題を起こしたときにそれにペナルティーを与えるための積

立金の活用というすばらしい仕組みを条例で制定されました。ぜひこのやり方をほかの特

区もどんどん活用していくと、そういう形で、構造改革特区もそうだったのですが、特区

間の競争を激しくすることによって、お互いにベストプラクティスを普及させるというこ

とをぜひ国家戦略特区でも進めていただきたいと思います。 
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○藤原次長 本間委員、お願いします。 

○本間委員 ありがとうございます。 

 フロントランナーとしての第１次指定の特区の役割というのは非常に大きいと思ってお

ります。２次指定があり、今、３次指定の審査をしているところでありますけれども、一

次指定がどれぐらいパフォーマンスを見せたかということが、続く人たちのモチベーショ

ン、あるいは今後、特区だけではなくて、全国に広がる規制改革への評価といいますか、

それらにつながっていくと思われます。そういう意味で、スピード感を持って事業そのも

のをやっていただきたいということが第一であります。 

 私自身、農業が専門ですので、どうしても養父市の話になってきまして、既に御指摘が

あったところですけれども、農業生産法人そのものの要件緩和の中で、一番大きいのは農

地取得ということで、これまで実現されていないということがありますので、ぜひこの新

しい制度を使って農地取得を実現していただきたい。それが全国的な農業の再生につなが

る突破口になるのではないかと思っております。そのためには、どの程度のニーズがあっ

て、新しい仕組みの積立金制度が、それを後押しするのか、あるいはブレーキとなるのか

といったところも含めて検証していかなければいけないのではないか。これは非常に大き

な実験でありまして、こういうことが成功すると、必ずや全国に広がっていくと。農地法

の改正まで含めた大きな実験だと思いますので、ぜひ積極果敢に取り組んでいただければ

と思います。 

 以上です。 

○藤原次長 ありがとうございました。 

○工藤委員 重ならないように発言させていただきます。 

 ワーキンググループのほうで各省庁といろいろ交渉させていただいた結果として、幾つ

かのことが前に進んだと思うのです。この先、トップランナーでやっていただいている特

区の方々から、今回、出ている新規提案、例えば喀痰吸引制度の問題も限ったところでは

なくてとか、実はこういうところがすごく大切だと私は思っていまして、まず１本目にす

るとき、どうしても皆さん方、慎重になるので、かなり限っているのです。最初からもっ

と適用範囲を広げてという思いもあったのですが、そこはなかなか限ってしか実施するこ

とはできなかったのですが、その効果みたいなことをぜひ皆様方から伝えていただいた上

で、こういう形でまた新規提案が膨らんでいくことによって、有効性が広がっていくので

はないかと思って、今、お聞きしておりましたので、きょうはそのあたり、今後もまた広

げていかなければいかないと感じました。 

 以上です。 

○藤原次長 ありがとうございました。 

 両副大臣、補佐官よりいかがでしょうか。 

 平副大臣。 

○平副大臣 ありがとうございました。 
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 まず、地域限定保育士を各地域に採用していただいて、本当によかったなと思います。 

 あと、養父市ですけれども、市のほうで保全措置の条例化をしていただくことは、本当

にありがとうございます。一緒に戦っていきたいと思います。 

 神奈川県の喀痰吸引は、私の友人のお嬢さんがちょっと障害を持っていて、小さいころ

から、自分でできるので自分で吸引をしていて、ただ、それが障害で普通の小学校とか幼

稚園に行けないということがありましたけれども、今の制度から考えれば、対象施設拡大

も合理的だと思いますので、これはすぐにでも、特区でなくてもいけそうな感じがします

ので、重点的にやりたいと思います。 

また、大阪の旅館業法の件で、さらに深掘りという話が出ましたが、今、インバウンド

の観光客が思いのほかふえていて、そのスピードに皆ついていけずに問題が顕在化してい

るということなので、ここは一つ集中的に、観光分野において特区制度を使って何ができ

るのかということは考える必要があるだろうと思いました。 

 先日、京都のiPSポータルにお邪魔させていただいて、まさに特区の機能が最大限発揮さ

れた事例だと思います。グローバルに競争して、時間との闘いをしている中で、うまいタ

イミングで緩和ができて、こういったところがポテンシャルを発揮できるということであ

りますので、こういうところは本当によく拾い上げて、クイックレスポンスでやっていき

たいと思っているところでございます。 

 今、坂村先生から経済効果という話がありましたが、多分そこまでいかないといけない

だろうなと。アベノミクスの第３の矢で特区制度といっていますけれども、では、一体経

済にどれだけ効いているんだという話になりますので、そこでいわゆる定量的な評価を入

れることと、一方で、岩盤規制を崩すことによって環境変化して、ビジネスチャンスがふ

えてという試算もできないことはないと思いますので、それを複眼的に、そろそろそうい

うことを視野に入れながら、対応する必要があるかなと思っております。国のほうもさら

に気合を入れて頑張っていきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○藤原次長 ありがとうございました。 

 西村副大臣、お願いします。 

○西村副大臣 各位からそれぞれに事業を御提案いただき、また、進めていただいている

ことに感謝申し上げたいと思います。私は成長戦略を担当している立場から、何より国家

戦略特区は本当に成長戦略の中核の一つであり、日本の成長を牽引していただく事業やエ

リアであると思っております。ぜひ引き続き、いろいろな提案も出していただきたいと思

いますし、我々もスピード感を持って対応していきたいと思います。 

 地域保育士の話は、女性の活躍推進とあわせて少子化に歯どめがかかるかなという雰囲

気が出てきている感じを持っています。しかし、現場では全く保育士が足りないという悲

壮な声もたくさん聞いておりますので、全国的に広げていくという次のステップにも入ら

なければいけないと思いますので、よろしくお願いします。 

 それから、養父市の問題提起、積立金の話は、大変いい問題提起をしていただいたと思
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っています。次のステップとして農業、雇用の分野がまだ弱いと言われておりますので、

我々も力を入れてやっていきたいと思います。 

 日本社会はある段階を超えるとみんなが一斉に動き出すという特性があります。たとえ

ば、社外取締役も経団連ではものすごく反対されましたけれども、一度動き出すと一斉に

多くの企業が社外取締役を導入しました。２人以上だというと多くの企業が２人以上導入

しましたので、むしろ質のほうが今後、問題になってくるのだと思います。つまり、最初

の動き出しがしんどいとは思いますが、動き出すところを特区の各エリアで頑張っていた

だいて、我々も後押しをしていきたいと思います。 

 大阪の話はまさに、競争力会議や特区の諮問会議でも私から問題提起しましたけれども、

シェアリング・エコノミーという新しい時代の経済のスタイルにどう仕組みを対応させて

いくのかというところがまだ間に合っていません。現在は、新しい枠組みの一つとして、

７日以上というところでスタートを切っています。一方で、この問題に限らずいろいろな

ものをインターネットを通じてシェアをしていくシェアリング・エコノミーというのは新

しい動きになっていますので、これに対応する仕組みを考えていきたいと思いますし、そ

の一つの先導役として特区でこうした事業を進めていくということだと思います。さらに

浸透させていきたいと思います。 

 ありがとうございます。 

○藤原次長 ありがとうございました。 

 伊藤補佐官、お願いします。 

○伊藤補佐官 本当に皆様方に御尽力いただきまして、ありがとうございます。 

 お話をお伺いして国家戦略特区を活用して、さらにイノベーション・ハブの形成やイノ

ベーション産業を創出していく、それをスピード感を持って後押しすることができるよう

な骨太の施策を地方創生の観点からもさらに考えていきたいと思います。 

 それから、広瀬市長からのお話、私どもも真摯に受けとめて、現場の皆様方の危機感、

問題意識というものをしっかり大臣のもとで共有をしながら進めていきたいと思います。 

 御尽力いただきまして、本当にありがとうございます。 

○藤原次長 ほかにいかかでございましょうか。 

 大変多くの貴重な御意見をいただきまして、ありがとうございました。 

 追加要望につきましては、既にワーキンググループなどでも取り組ませていただき、一

定の結論が出たものがございますけれども、引き続きワーキンググループ、さらには諮問

会議で御審議させていただきたいと思っております。 

 それでは、時間もまいりましたので、４つの特区、東京圏・関西圏・養父市・沖縄県の

区域計画（案）の内容につきまして、本日の区域会議で決定させていただきますが、よろ

しゅうございますでしょうか。 

（「異議なし」と声あり） 

○藤原次長 ありがとうございました。 
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 計画につきましては、次回の特区諮問会議にお諮りした上で、速やかに認定申請手続に

入らせていただきます。 

 特区法８条４項に基づく事業者による申し出手続についても、並行して実施させていた

だきます。 

 それでは、最後に石破大臣より一言お願いいたします。 

○石破大臣 長時間内容のある御議論、大体原稿に書いたものを読むというのがこの手の

会議では多いのですが、そうではない御発言も多々ございました。 

 実は、私どももこの国家戦略特区というものの特性を踏まえて、速くなければいかぬと

いうこと、それには強力なリーダーシップが必要であるということで、こういう仕組みを

組んでいるつもりでございますが、つもりだけではしようがないので、養父市長がおっし

ゃるような問題点は、私どもとしても改善をしていかなければならないと思っております。 

 また、経済効果につきましても、政府としてそういう手法をきちんと開発をしてやって

いかなければなりませんが、先般も国家戦略特区のフォーラムというものをやったのです。

多くの自治体の方々にも御参加をいただきましたが、そもそも国家戦略特区って何などと

いう自治体が全国1,718市町村のうちたくさんあるのであります。どんなにいい仕組みをつ

くっても、手を挙げてもらわなければどうにもならないということでありますし、民間で

も今の仕組みのほうがカンファタブルという方々も大勢いらっしゃいますので、そうしま

すと、そういう方々が、民間が、民間を邪魔しているみたいなことも私はないとは言いま

せん。 

 規制緩和についても、特区にしても、官が邪魔しているというよりも、違う構図が実は

あるのだというのが私の認識でありまして、平副大臣の言葉を借りれば、そういうものと

も戦っていかねばならないというのがこの国家戦略特区の宿命であって、戦いは勝つため

にやるのであって、負けては仕方がないということだと思っております。それが国家国民

のためだと私どもとして認識しながら、これから先も取り組ませていただきたいと思って

おります。 

 藤原次長が申しましたような手続にこれから先、入らせていただきますが、本当にお疲

れだとは思いますが、どうかこれにめげることなく、屈することなく、これから先も戦い

を進めていかねばならないと。政治家みたいなお話をして失礼をいたしました。 

 というわけでございまして、本日決定いたしました区域計画の内容も含めまして、各特

区におきますプロジェクトの加速化に資するように、税制面からもさらなる要望を行って

いきたいと考えているところでございます。 

 先般、平成28年度の税制改正要望を締め切ったところでございますが、各特区の皆様方

からの御提案も踏まえまして、特区で行う事業の所得金額から一定割合を控除できる所得

控除制度の創設や、設備投資減税の延長等の要望を行っているところであります。 

 また、地方創生全体の観点から、これは伊藤補佐官からもお話し申し上げたところであ

りますが、舛添知事からの御提案も踏まえました上で、これもかねてからずっとある課題
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でございますが、都市農業の振興に関する税制措置の検討についても要望いたしていると

ころでございます。これは都市農業とはいったい何なのだという議論が昔からございまし

て、これは甲論乙駁というか、両方からいろいろな議論があるわけでございます。私も議

員になった29年前から都市農業とは何だという議論にはかかわってきたつもりでございま

すが、いずれにいたしましても、何らかの形でこれに道筋をつけたいと考えております。

議論のための議論をいつまでしても仕方がないのでありまして、これが全体の国家のため

だということで、道筋をつけたいと考えているところでございます。 

 これからまた年末に向けまして、いろいろな議論が進みます。繰り返しますが、議論だ

けしていても仕方がない。最後は政治の決めの問題でございますので、どうかそれに資す

るような御意見、御提案、御議論を賜りたいと思っているところでございます。 

 お疲れさまでした。今後ともどうぞよろしくお願い申し上げます。 

○藤原次長 石破大臣、ありがとうございました。 

 それでは、時間になりましたので、合同区域会議を終了いたします。 

 次回日程につきましては、後日連絡を申し上げます。 

 本日はどうもありがとうございました。 


